
◆ 河川協力団体としての活動を適正かつ確実に行
うことができると認められる法人等が対象とな
り、河川管理者に対して申請を行います。
申請を受けた河川管理者は、適正な審査のうえ、

河川協力団体として指定します。

◆ 河川協力団体制度とは、自発的に河川の維持、
河川環境の保全等に関する活動を行うNPO等の
民間団体を支援するものです。

◆河川協力団体は、以下のような活動を行います。

河川管理者

法人又は団体（NPO等）

申請指定

自主的活動

河川敷清掃 ビオトープの整備 船による監視

マイ防災マップづくり 安全利用講習外来種調査 鳥類調査

①河川管理者に協力して行う河川工事又
は河川の維持

②河川の管理に関する情報又は資料の

収集及び提供

③河川の管理に関する調査研究
④河川の管理に関する知識の普及及び

啓発

⑤上記に附帯する活動

シンポジウムの開催

河川協力団体制度の創設

平成2６年７月

近畿地方整備局淀川河川事務所

■河川協力団体制度とは？



河川協力団体が活動するために必要となる河川法上の許可等について、河川管理者
との協議の成立をもって足りることとなります。

・工事等の実施の承認（河川法第20条）

・土地の占用の許可（河川法第24条）

・土石以外の河川産出物の採取の許可（河川法第25条後段）

・工作物の新築等の許可（河川法第26条第１項）

・土地の掘削等の許可（河川法第27条第1項）

・権利の譲渡の承認(河川法第34条第1項(第24条及び第25条後段の許可に係る部分に限る。))

市民団体による看板設置事例（太田川） 市民団体による活動拠点の整備事例（佐波川）

◆許可等が簡素化されます

平成２６年 ７月１５日作成

【問い合わせ先】
国土交通省 近畿地方整備局 淀川河川事務所 河川環境課
〒５７３－１１９１ 大阪府枚方市新町２－２－１０ 電話：０７２－８４３－２８６１（代表）

■河川協力団体に指定されると

◆河川法に規定された河川協力団体として活動することができます

例） 下記の利用・行為の場合、通常は河川法第24条、第26条の許可が必要
ですが、協議の成立をもって、許可又は承認があったものとみなします。

※ 河川協力団体への指定が委託を保証するものではありません。

河川法上の許可等とは

◆河川管理者から河川管理施設の維持、除草等の委託を受けることも
可能となります

◆業務実施に際し必要な情報提供を受けたり、清掃用具等の貸与も可能


